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連 結 注 記 表
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連結注記表及び個別注記表につきましては、法令及び当社定款の規定にしたがって、当社ウェブサイ
トhttps://toho-chem.co.jpに掲載することにより、株主の皆さまに提供しております。

 



 
01_0504310091906.docx
 5/24/2019 2:17:00 AM印刷 1/7
 

― 1 ―

連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）
１. 連結の範囲に関する事項
（1）連結子会社の状況

連結子会社の数 ６社
連結子会社の名称 近代化学工業株式会社

株式会社横須賀環境技術センター
東邦化学倉庫株式会社
懐集東邦化学有限公司
東邦化貿易（上海）有限公司
東邦化学（上海）有限公司

（2）非連結子会社の状況
非連結子会社の数 ３社
非連結子会社の名称 旭東産業株式会社

TOHO CHEMICAL（THAILAND）CO.,LTD．
恵州市東邦化学有限公司

連結の範囲から除いた理由 非連結子会社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純
損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等はいずれも連結
計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社の状況
会 社 の 名 称 旭東産業株式会社

TOHO CHEMICAL（THAILAND）CO.,LTD．
恵州市東邦化学有限公司

持分法を適用しない理由 持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び
利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため、持
分法の適用範囲から除外しております。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
懐集東邦化学有限公司、東邦化貿易（上海）有限公司及び東邦化学（上海）有限公司の決算日は12月31日で、そ

の他３社の決算日は当社と同一であります。懐集東邦化学有限公司、東邦化貿易（上海）有限公司及び東邦化学
(上海) 有限公司については、同社決算日の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、
連結上必要な調整を行っております。
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４. 会計方針に関する事項
（1）重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有 価 証 券
その他有価証券
時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法によっております。
ロ．た な 卸 資 産 総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお

ります。
ただし、原材料の評価については移動平均法によっております。

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 ６年～50年
機械装置及び運搬具 ４年～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用見込可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リ ー ス 資 産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま
す。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
（3）重要な引当金の計上基準
イ．貸 倒 引 当 金 債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

ロ．賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に充てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を
計上しております。

ハ．厚生年金基金解散損失引当金 厚生年金基金の解散に伴う損失に備えるため、損失負担の見込額を計上してお
ります。
（追加情報）
｢厚生年金基金解散損失引当金」は、厚生年金基金の清算による納付額の確定に
伴い、納付額の未払分353百万円を「未払金」として流動負債の「その他」92
百万円、「長期未払金」として固定負債の「その他」261百万円に振り替えて
おります。
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（4）重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法 特例処理の要件を満たす金利スワップ取引について、特例処理を採用しており

ます。
ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘ ッ ジ 手 段…金利スワップ

ヘ ッ ジ 対 象…借入金の利息
ハ．ヘッジ方針 変動金利支払の借入金を対象に、将来の市場金利上昇が調達コスト（支払金

利）に及ぼす影響を回避するため、変動金利による調達資金の調達コストを固
定化する目的で金利スワップ取引を行っております。短期的な売買差益の獲得
や投機目的のためにデリバティブ取引を利用することは行わない方針でありま
す。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法 特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。
（5）その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．退職給付に係る会計処理の方法

退職給付見込額の期間帰属方法
 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間

に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。
数理計算上の差異の費用処理方法

 数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれ
ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

ロ．消費税等の会計処理 税抜方式によっております。
 
（表示方法の変更）
（連結貸借対照表）

｢『税効果会計に係る会計基準』の一部改正｣（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、｢会社法施行規
則及び会社計算規則の一部を改正する省令｣（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当連結会計年度から適用し、
繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しており
ます。
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（連結貸借対照表に関する注記）
１. 担保に供している資産

建物及び構築物 6,127百万円
機械装置及び運搬具 1,467百万円
土 地 3,074百万円
そ の 他 372百万円
担保に係る債務の金額 12,794百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 34,470百万円
３. 受取手形の割引高 1,819百万円

 
（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
普 通 株 式 21,350,000株

２. 剰余金の配当に関する事項
（1）当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

2018年６月28日の定時株主総会において、次のとおり決議いたしました。 
決 議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2018年６月28日
定時株主総会 普通株式 213百万円 10円 2018年３月31日 2018年６月29日
 
（2）当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

2019年６月27日の定時株主総会において、次のとおり決議を予定しております。 
決議予定 株式の種類 配当金の原資 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日

2019年６月27日
定時株主総会 普通株式 利益剰余金 255百万円 12円 2019年３月31日 2019年６月28日
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（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、資金調達については主に銀行等金融機関から
の借入及び社債（私募債）による方針であります。デリバティブ取引は借入金に係る支払金利の変動リスクを回
避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、取引先

ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、売掛債権管理制度に従い、１年ごとに主な取引先の信用状況のモ
ニタリングを行い、リスク管理を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動
リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、毎月時価の残高管理を行っており
ます。
営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。
借入金及び社債のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金及び社債は長期運転資

金及び設備資金に係る資金調達であります。変動金利借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、この
うち、長期借入金の一部については、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利用してヘッジしております。
なお、社債については、すべて固定金利での調達であり、金利の変動リスクはありません。
デリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引であ

ります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等につい
ては、前述の（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等）｢４．会計方針に関する事項
(4) 重要なヘッジ会計の方法」をご参照下さい。
また、営業債務や借入金及び社債は流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、定期的に作成す

る資金繰計画表等に基づき、適切な手許流動性を維持するなどにより、流動性リスクを管理しております。
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２. 金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。
（単位：百万円）

 
 連結貸借対照表

計 上 額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 8,264 8,264 ―
（2）受取手形及び売掛金 11,373 11,373 ―
（3）投資有価証券 2,889 2,889 ―

資産 計 22,527 22,527 ―
（4）支払手形及び買掛金 8,985 8,985 ―
（5）短期借入金（※１） 3,069 3,069 ―
（6）長期借入金（※２） 12,060 12,016 △43
（7）社債（※３） 4,620 4,636 16

負債 計 28,735 28,708 △26
（8）デリバティブ取引 ― ― ―
 （※１）１年内返済予定の長期借入金を含みません。
（※２）１年内返済予定の長期借入金を含みます。
（※３）１年内償還予定の社債を含みます。
 
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
（1）現金及び預金､（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（3）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
（4）支払手形及び買掛金､（5）短期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含まない）

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
（6）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて
算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており
(下記 (8) 参照)、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適
用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

（7）社債（１年内償還予定の社債を含む）
これらの時価は、私募債につき市場価格がないため、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを
加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（8）デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、
その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております (上記 (6) 参照)。
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（注２）子会社及び関連会社株式並びに非上場株式等（連結貸借対照表計上額34百万円）は、市場価格がなく、かつ将
来キャッシュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
｢(3) 投資有価証券」には含めておりません。

 
（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 610円23銭
１株当たり当期純利益 89円47銭
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個別注記表
（重要な会計方針に係る事項）
１. 有価証券の評価基準及び評価方法
（1）子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法によっております。
（2）その他有価証券

時価のあるもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。
(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法によっております。
２. たな卸資産の評価基準及び評価方法

 総平均法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によってお
ります。ただし、原材料の評価については移動平均法によっております。

３. 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

 定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建 物 10年～50年
構 築 物 ６年～30年
機械及び装置 ８年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
 定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては社内における利用見込可能期間（５
年）に基づく定額法を採用しております。

（3）リ ー ス 資 産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しておりま
す。

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
４. 引当金の計上基準
（1）貸 倒 引 当 金 債権の貸倒の損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。

（2）賞 与 引 当 金 従業員の賞与の支給に充てるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上
しております。
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（3）退職給付引当金
退職給付見込額の期間帰属方法

 退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰
属させる方法については、給付算定式基準によっております。

数理計算上の差異の費用処理方法
 数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（15年）による定額法により按分した額をそれぞれ
発生の翌事業年度から費用処理しております。

（4）厚生年金基金解散損失引当金 厚生年金基金の解散に伴う損失に備えるため、損失負担の見込額を計上してお
ります。
（追加情報）
｢厚生年金基金解散損失引当金」は、厚生年金基金の清算による納付額の確定に
伴い、納付額の未払分353百万円を「未払金」92百万円、｢長期未払金」261百
万円に振り替えております。

５. ヘッジ会計の方法
（1）ヘッジ会計の方法 特例処理の要件を満たす金利スワップ取引について、特例処理を採用しており

ます。
（2）ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘ ッ ジ 手 段…金利スワップ

ヘ ッ ジ 対 象…借入金の利息
（3）ヘッジ方針 変動金利支払の借入金を対象に、将来の市場金利上昇が調達コスト（支払金

利）に及ぼす影響を回避するため、変動金利による調達資金の調達コストを固
定化する目的で金利スワップ取引を行っております。短期的な売買差益の獲得
や投機目的のためにデリバティブ取引を利用することは行わない方針でありま
す。

（4）ヘッジ有効性評価の方法 特例処理の要件を満たしているため、有効性の判定を省略しております。
６. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）退職給付に係る会計処理 退職給付に係る未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結貸借対照表

における会計処理の方法と異なっております。
（2）消費税等の会計処理 税抜方式によっております。

 
（表示方法の変更）
（貸借対照表）

｢『税効果会計に係る会計基準』の一部改正｣（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）に伴う、｢会社法施行規
則及び会社計算規則の一部を改正する省令｣（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当事業年度から適用し、繰延
税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１. 担保に供している資産

建 物 2,444百万円
構 築 物 3,589百万円
機械及び装置 1,297百万円
工具、器具及び備品 372百万円
土 地 2,838百万円
担保に係る債務の金額 12,532百万円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 29,786百万円
３. 偶 発 債 務
他の会社の金融機関等からの借入債務等に対する保証
東邦化学（上海）有限公司（借入債務） 807百万円

 （49百万人民元）
東邦化学（上海）有限公司（リース債務等） 76百万円

４. 受取手形の割引高 1,819百万円
５. 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 158百万円
短期金銭債務 896百万円
長期金銭債権 4,226百万円

 
（損益計算書に関する注記）
１. 関係会社に対する売上高 436百万円
２. 関係会社からの仕入高 4,790百万円
３. 関係会社とのその他の営業取引高 107百万円
４. 関係会社との営業取引以外の取引高 221百万円
 

（株主資本等変動計算書に関する注記）
当事業年度の末日における自己株式の総数 普通株式 21,945株
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（税効果会計に関する注記）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
賞 与 引 当 金 132百万円
退職給付引当金 1,351百万円
長 期 未 払 金 28百万円
関係会社出資金評価損 332百万円
税務上の繰越欠損金（注２） 259百万円
そ の 他 82百万円
繰延税金資産小計 2,188百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額（注１） △390百万円
繰延税金資産合計 1,798百万円

 
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △566百万円
そ の 他 △5百万円
繰延税金負債合計 △571百万円
繰延税金資産の純額 1,226百万円

（注１）評価性引当額が前事業年度より733百万円減少しております。この減少の主な内容は、当事業年度に関係会社
出資金評価損の一部について、税務上損金算入したことによるものであります。

（注２）税務上の繰越欠損金259百万円（法定実効税率を乗じた額）について繰延税金資産を計上しております。
当該税務上の繰越欠損金については、将来の課税所得の見込みにより回収可能と判断し評価性引当額を認識し
ておりません。
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（関連当事者との取引に関する注記）
子会社等

 

種 類 会社等
の名称

資本金又
は出資金 事業の内容 議決権等の

所 有 割 合
関連当事者との関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高役員の
兼任等

事業上
の関係

子会社 近代化学
工業㈱

120
百万円

界面活性剤
の製造

（所有）
直接
100%

5名
商品・製品
の販売及び
仕入

（※１）
商品の
購入

1,856
百万円 買 掛 金 666

百万円

子会社
東邦化学
（上海）
有限公司

5,185
万米ドル

界 面 活 性
剤 、 化 成
品、樹脂、
スペシャリ
ティーケミ
カル等の製
造

（所有）
直接
100%

4名

商品・製品
の販売及び
仕入
資金の援助
債務保証

（※２）
資金の
貸付

2,000
百万円

関 係 会 社
長期貸付金

4,226
百万円

（※３）
債務の
保証

807
百万円

（49百万
人民元）

― ―

（※４）
債務の
保証

76
百万円 ― ―

 （注）１. 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。
２. 取引条件及び取引条件の決定方針等
（※１）商品の購入については、市場価格を参考に決定しております。
（※２）東邦化学（上海）有限公司に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しており、返

済条件は期間10年、最終弁済日に一括返済としております。
 なお、担保は受け入れておりません。
 また、取引金額には為替差損益は含まれておらず、期末残高には為替差損益が含まれております。
（※３）東邦化学（上海）有限公司の金融機関の借入につき、債務保証を行っております。
（※４）東邦化学（上海）有限公司のリース取引等について、債務保証を行っております。

 
（１株当たり情報に関する注記）
１株当たり純資産額 542円33銭
１株当たり当期純利益 101円40銭

 


